
決
算
の
概
要

　

平
成
22
年
度
の
普
通
会
計
の
決

算
額
は
、
歳
入
１
６
４
億
６
、０

４
２
万
円
に
対
し
て
、
歳
出
が

１
５
９
億
８
、１
９
５
万
円
で
、

平
成
23
年
度
へ
繰
り
越
し
た
事
業

の
財
源
を
差
し
引
い
た
３
億
６
、

３
４
９
万
円
が
実
質
的
な
黒
字
と

な
り
ま
し
た
。

　

引
き
続
き
厳
し
い
財
政
運
営
は

続
い
て
い
る
も
の
の
、
地
方
交
付

税
の
伸
び
や
職
員
数
の
削
減
な
ど

に
よ
り
、
市
の
貯
金
で
あ
る
財
政

調
整
基
金
か
ら
の
繰
り
入
れ
を
行

う
こ
と
な
く
財
源
調
整
が
図
れ
て

い
ま
す
。

財
政
指
標

　

財
政
構
造
の
弾
力
性
を
判
断
す

る
た
め
の
経
常
収
支
比
率
は
79
・

４
％
と
５
・
９
ポ
イ
ン
ト
改
善
し

ま
し
た
。
し
か
し
、
地
方
交
付
税

や
臨
時
財
政
対
策
債
と
い
っ
た
一

時
的
な
財
源
の
増
加
に
よ
る
影
響

区分 歳入額
万円

歳出額
万円

差引額
万円

一般会計 1,646,649 1,598,802 47,847

特
別
会
計

国民健康保険 410,180 396,662 13,518

裳掛診療所 3,349 3,329 20

美和診療所 2,069 2,048 21

介護保険 326,753 326,062 691

老人保健 511 511 0

後期高齢者医療 41,599 41,582 17

農業集落排水事業 27,067 27,013 54

漁業集落排水事業 3,019 2,969 50

下水道事業 276,606 271,930 4,676

土地開発事業 11,224 3,362 7,862

公共用地先行取得事業 510 510 0

計 2,749,536 2,674,780 74,756

事
業
会
計

病院事業会計 114,070 109,064 5,006

水道事業会計 92,053 81,617 10,436

計 206,123 190,681 15,442

平成 22年度普通会計決算

依

存

財

源

自

主

財

源

34
・
8
％

65
・
2
％

民生費

総務費

教育費

公債費

土木費

衛生費

農林水産業費

消防費
商工費

議会費

労働費
災害復旧費

2億9,986万円（1.9％）

5億5,085万円（3.4％）

1億8,887万円（1.2％）

4,408万円（0.3％）

1,388万円（0.1％）

歳入　   　　164億6,042万円
159億8,195万円

地方交付税

国庫支出金

市債

県支出金

地方譲与税
・各種交付金

市税

繰越金

使用料及び手数料

財産収入・寄附金・諸収入
分担金及び負担金
繰入金

4億6,749万円（2.8％）

3億1,107万円（1.9％）

2億675万円（1.3％）

1億1,949万円（0.7％）

5,805万円（0.4％）

6億4,713万円
（3.9％）

9億6,302万円
（5.9％）

18億1,549万円
（11.0％）

18億3,180万円
（11.1％）

54億6,899万円
（33.2％）

45億7,114万円
（27.8％）

9億4,836万円
（5.9％）

13億1,948万円
（8.3％）

13億3,604万円
（8.4％）

19億6,513万円
（12.3％）

20億5,237万円
（12.8％）

27億8,453万円
（17.4％）

44億7,850万円
（28.0％）

歳出（目的別）
410,141円

114,931円

50,430円

52,669円

71,459円

356円

14,136円

34,287円

1,131円

4,847円

24,338円

7,695円

33,861円

国税（所得税、
法人税、酒税、
消費税、たばこ
税）の一定割合
を財源として、
国が市に交付す
るもの。

国と市の行う事
業の経費負担区
分に基づき、国
が市に対して支
出するもの。

外部（政府・地
方自治体金融機
構・銀行など）
から資金を調達
するもので、長
期的な借入金。

地方揮発油譲与
税、自動車重量
譲与税、地方消
費税交付金、自
動車取得税交付
金など。

市民の皆さんや
市内に事務所を
持つ法人などが
納めたもの。市
民税、固定資産
税、軽自動車税
など。

県が市に対して
支出するもの。

　　　の金額は、
市民一人当たり
の金額です。
（平成23年3月31
日現在の住民基
本台帳人口
38,967人を基準
に算出）

子育て支援、高
齢者や障害者に
対する福祉の充
実などの経費。

全体的な管理事
務、防災、戸
籍、統計調査、
監査、税金の徴
収などの経費。

学校教育・生涯
学習の充実，文
化・スポーツ振
興などの経費。

市債の元金・利
子や一時借入金
の利子を支払う
ための経費。

道路や河川、公
園などの社会資
本整備のための
経費。

環境保全、疾病
予防、健康増進
などの経費。

指標 市の比率
％

早期（経営）
健全化比率 ％

健全化
判断比率

実質赤字比率 ― 13.21
連結実質赤字比率 ― 18.21
実質公債費比率 16.5 25.00    
将来負担比率 101.3  350.00

資金不足比率（公営企業ごと） ― 20.00

会計別決算

普通建設事業費は、平
成 21 年度以降に国の
経済危機対策による交
付金を活用して事業を
実施したことから増加
しています。

財政健全化判断比率等

※ 1　「―」の表示は該当なしを表しています。
※ 2　早期（経営）健全化比率は基準値です。
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※事業会計については、収益的収入および収益的支出を計上しています。

が
大
き
く
、
財
政
の
硬
直
化
が
改

善
さ
れ
た
と
は
一
概
に
は
言
え
な

い
状
況
で
す
。

　

ま
た
、
財
政
健
全
化
法
に
基
づ

く
指
標
は
い
ず
れ
も
財
政
の
早
期

健
全
化
が
義
務
付
け
ら
れ
る
早
期

健
全
化
基
準
を
下
回
っ
て
い
ま

す
。
実
質
公
債
費
比
率
は
、
16
・

５
％
と
１・
１
ポ
イ
ン
ト
改
善
し
、

昨
年
度
か
ら
引
き
続
き
、
市
債
発

行
に
県
の
許
可
が
必
要
と
な
る
基

準
で
あ
る
18
％
以
下
を
維
持
し
て

い
ま
す
。

扶助費は、子育て支援
に伴う子ども手当の
増額などに加え、生活
保護費や医療費など社
会保障費の伸びにより
年々増加しています。

補助金等は、平成 21
年度は定額給付金の給
付などにより増加して
います。

公債費は、平成 19 ～
21 年度に実施した補償
金免除繰上償還により
増加していましたが、
平成 22 年度は減少に
転じています。

普通会計歳出決算額（性質別）の推移 特集

人件費

物件費

扶助費

補助費等

繰出金

公債費

普通建設
事業費

その他

その他は、平成 22 年
度に財政調整基金の積
立額を増やしたことか
ら増加しています。

繰出金は、高齢化に伴
い高齢者医療費や介護
保険事業費が年々増加
しています。

人件費は、計画的な職
員数の削減や手当の見
直しなどにより年々減
少しています。

物件費は、事務事業の
見直しや内部管理経費
の削減などの効果によ
り、平成 17 年度から
大きく減少していまし
たが、施設の管理運営
費の増額などにより増
加に転じています。


